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▶ ①駅西側ＬＲＴの検討
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・ ＮＣＣの形成に向け，ＬＲＴについては，総合的な公共交通ネットワークの基軸

として，本市全体の活力をけん引する高次な商業・業務・医療などの都市機能

を高度に集積する「都市拠点」と東西の各拠点を繋ぎ，ＬＲＴを基軸とした公共

交通と一体となったまちづくりを行うことを基本

・ 平成２５年に策定した「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針」に基づき，

駅東側の優先整備に取り組むとともに，駅西側のＬＲＴの検討区間等を整理

・ 駅西側のＬＲＴについては，平成３０年に大谷観光地付近までの５つの区間の

整備概要案を公表した後，地域特性を踏まえたまちづくりの観点からの検討や

折り返し運行のための施設配置の技術的な検討を実施

【主な経緯】

平成２５年３月 「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針」策定

平成３０年５月 整備概要案を公表

令和 ２年～ 交通結節点等基盤整備部会で整備区間を検討

令和 ４年２月 「都心部まちづくりビジョン」策定
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▶ ②駅西側エリアの地域特性

・ 平成３０年公表の整備概要案に示した５つの区間をもとに，駅西側エリア

の地域特性を整理
区間

地域特性

⑤ 東北自動車道から
大谷観光地付近まで

の区間

【約１．５㎞】

④ 宇都宮環状線から
東北自動車道まで

の区間

【約１．５㎞】

③ 護国神社から
宇都宮環状線まで

の区間

【約１．３㎞】

② 桜通り十文字から
護国神社まで
の区間

【約０．８㎞】

①ＪＲ宇都宮駅西口から
桜通り十文字まで

の区間

【約２．９㎞】

拠点化の促進
（沿線土地利用の促進）

・都市拠点と地域拠
点の連携強化によ
る地域振興

・観光拠点の促進

◎ ・沿線の宅地化による
居住誘導の促進

○
・都心部まちづくりに
おける都市機能強化
の取組との連携

○
・都心部まちづくりに
おける都市機能強化
の取組との連携

○

・都心部まちづくりに
おける都市機能強化
の取組との連携

・「都心部まちづくり
ビジョン」の実現に
向けたまちづくりの
推進

◎

交通ネットワーク
の構築

・ＬＲＴと大谷地域
のグリーンスロー
モビリティとの連
携

・大谷観光地へのア
クセス性の向上

○

・（仮称）大谷ＳＩＣ
の整備によるＬＲＴ
と東北自動車道から
の自動車との結節に
よる広域的な交通
ネットワークの構築

○

・ＬＲＴと宇都宮環状
線からの自動車との
結節による広域的な
交通ネットワークの
構築

○
・ＬＲＴと北・西方面
の幹線バス路線との
連携強化

○

・ＬＲＴと北・西・南
の各方面の幹線バス
路線との連携による
拠点間を繋ぐ交通
ネットワークの構築

◎

ＬＲＴ利用が見込まれる
人口の集積状況（※１）と
自動車からの転換可能性

（※２）

※１：沿線５００ｍ圏域の
人口密度

※２：２．５ｋｍ圏域から
自動車等での移動を
経由しＬＲＴを利用
することが見込まれ
るトリップ数（注）

人口密度
５７３人／ｋｍ²

【沿線人口
８５９人】

自動車からの
転換可能性
１００トリップ

△

人口密度
３，８２６人／ｋｍ²

【沿線人口
５，７３９人】

自動車からの
転換可能性
６００トリップ

○

人口密度
５，３６６人／ｋｍ²
【沿線人口
６，９７６人】

自動車からの
転換可能性
１，４００トリップ

◎

人口密度
４，１２５人／ｋｍ²
【沿線人口
３，３００人】

自動車からの
転換可能性
１，３００トリップ

◎

人口密度
６，５３３人／ｋｍ²

【沿線人口
１８，９４５人】

自動車からの
転換可能性
１，１００トリップ

◎

目的施設の立地状況

・城山地区市民
センター
・大谷資料館，大谷
寺，大谷平和観音

・（仮称）大谷観光
周遊拠点施設

◎ ・とちぎ健康の森 ○
・教育会館，青年会館，
青少年センター
・教育施設

◎ ・護国神社
・多数の教育施設

◎

・県庁，市役所，
二荒山神社，
商業施設，事業所

など
・多数の教育施設

◎

（注）「トリップ数」とは，人がある目的をもってある地点からある地点へと移動する単位。数値は，県央広域都市圏生活行動実態調査を基に算出。
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▶ ③ＬＲＴの検討区間

・ ＮＣＣの形成においては，都市構造を更に強化することが重要であり，

そのためには本市東部の地域拠点・産業拠点であるゆいの杜と西部の地域

拠点である城山地区や観光拠点の中核である大谷観光地付近までの東西の

拠点を繋ぐ公共交通の基軸を構築することが必要

⇒ 大谷観光地付近までをＬＲＴの検討区間と設定
検討区間
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▶ ④整備区間の抽出

・ 「護国神社から宇都宮環状線まで」の区間は，高い人口密度がある「都市拠点

圏域」であり，都市拠点圏域内の居住者も，ＬＲＴなどにより都市拠点内の高次

な都市機能の利便性を享受できるとともに，こうした都市機能の利用が促進

され，拠点内の機能の維持にも繋がる。

・ また，ＬＲＴと宇都宮環状線など本市の骨格を形成する幹線道路が連携するこ

とにより，安全で快適な誰もが移動しやすい「道路・公共交通ネットワーク」が

確立される。

・ さらには，当該区間には教育施設などが多数立地していることから，町民・市

民がより安心して通勤・通学できる環境整備による利便性の向上なども期待

される。

⇒ 「護国神社から宇都宮環状線まで」の区間を抽出



▶ ⑤折り返し運行施設の確保

・ 「護国神社から宇都宮環状線まで」の区間において，既存道路を活用した折り返し運行

施設の確保について，信号のある交差点を対象に分岐器や停留場の設置などに関する

省令に定める技術基準への適合について検討

⇒ 交差点④，⑥，⑦を抽出

・ さらに，柔軟な運行計画を担保するための分岐器と停留場の施設配置や安全性の観点

から車両の一時待避等のための留置線の設置について検討

⇒ 交差点④を抽出

技術基準への適合が可能

曲線部や勾配部と停留場や分岐器が競合
するため，技術基準への適合が困難

❶❷

❸

❽
❼

❻

❺
❹❹教育会館付近

7
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▶ ⑥整備区間

・ ＮＣＣの形成の効果を早期に発現させるため，駅西側エリアにおける地域特性

を踏まえ，効果的な都市拠点の形成や広域的な交通ネットワークの構築，

より安心して通勤・通学できる環境整備による利便性の向上等が期待でき，

かつ，既存道路を活用した折り返し運行施設の確保が可能な区間

⇒ 「ＪＲ宇都宮駅東口停留場～宝木町１丁目・駒生１丁目付近
（教育会館付近）（延長約５ｋｍ）」を整備区間と設定

宝木町１丁目
・駒生１丁目

（教育会館付近）

検討区間 整備区間
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▶ ⑦停留場設置及び道路空間の考え方

・ 停留場の設置

⇒ 公共交通の結節や拠点エリア，教育施設等の集積状況により，

ＪＲ宇都宮駅西口，二荒山神社付近，東武宇都宮駅付近，桜通り十文字付近，

護国神社付近に配置

⇒ その他の停留場については，民間開発等を踏まえて，引き続き検討を

進める。

・ 大通りの道路空間

⇒ 円滑な交通の確保や，ウォーカブルなまちづくりとして，ゆとりある

歩行空間の確保について検討を進める。
壁面後退による歩行空間の確保

桜通り十文字付近

護国神社付近 9
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▶ ⑧概算事業規模の考え方

・ 駅西側の概算事業規模は，駅東側の整備の平均距離単価をもとに，

駅西側特有の地下埋設物の状況等を一定考慮し，約４００億円程度と類推

・ 今後，コスト面に留意しながら詳細設計において具体的な検討を行い，

軌道事業の特許申請に向けて概算事業費の算出

【駅東側の整備における平均距離単価について】

・ 駅東側の整備費用について，

併用軌道として整備しているところを標準部（４０億円／ｋｍ程度），

鬼怒川橋梁等の構造物を伴うところを立体部（１００億円／ｋｍ程度）

として，それぞれまとめたもの
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▶ ⑨スケジュールの考え方

・ 軌道運送高度化実施計画の策定に必要な各種調査・検討や関係機関との協

議・調整を迅速に進め，令和６年（２０２４年）内に軌道事業の特許申請，

令和８年（２０２６年）内に工事着手，２０３０年代前半の開業を目指す。

※ 駅東側の特許申請以降の実績を勘案し，駅西側のスケジュールを設定
なお，関係機関との協議・調整等によりスケジュールが変動する可能性がある。

駅西側

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

令和６年
（2024）

令和７年
（2025）

令和８年
（2026）

… 令和12年
（2030）

令和13年
（2031）

令和14年
（2032）

令和15年~
（2033~）

(参考)
駅東側

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

… 令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

整
備
区
間
の
設
定

特
許
申
請
・
取
得

工
事
施
工
認
可

申
請
・
取
得

ＪＲ宇都宮駅の横断部や西口駅前広場，道路空間内の
施工ヤードが限られているため，施工手順の調整等に
よりスケジュールが変動する可能性がある

２０３０年代前半の開業を目指す

工
事
着
手

特
許
申
請
・
取
得

工
事
施
工
認
可

申
請
・
取
得

整備工事等
（約５年）

工
事
着
手

開
業

各種検討・
協議調整等

各種検討・
協議調整等

導
入
ル
ー
ト
の
設
定



▶ ⑩バス路線再編，地域内交通の充実（別紙１参照）
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バス路線の再編

・バス利用者の利便性やバス

事業者の事業運営の継続性に

配慮しながら，ＬＲＴと重複する

大通りのバス路線の一部を再

配置し，幹線バス路線や都心拠

点内の循環バス路線の充実を

図る。

地域内交通の充実

・地域との意見交換を行いな

がら，未導入地区への導入を促

進していく。

・公共交通の再編に合わせて

ＬＲＴやバス路線との乗り継ぎ

ポイントを適切に設定し，公共

交通間の連携強化を図る。

各地域拠点と都市拠点を
つなぐ幹線バスの運行本数
を充実させ，
郊外部から都心部への移動
をより便利に

高次都市機能誘導区域を運行する
循環バスの運行本数を充実させ，
都心部の回遊性を向上

①幹線バス路線の充実

②循環バス路線の充実

芳賀町工業団地
管理センター前

清原地区市民センター前

平石

宇都宮大学
陽東キャンパス

ＪＲ宇都宮駅付近

二荒山神社付近

東武宇都宮駅付近

桜通り十文字付近

護国神社付近

教育会館付近

ＬＲＴ整備区間
ＪＲ宇都宮駅東口停留場～

宝木町１丁目・駒生１丁目付近
（教育会館付近）まで

ＬＲＴ検討区間
大谷観光地付近まで

１

２

12



▶ ⑪交通結節機能の強化（別紙１参照）
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・公共交通の乗り継ぎ，乗り換えが想定される以下の停留場付近においては，

乗り継ぎ等の円滑化や利便性向上を図る取組を実施

ＪＲ宇都宮駅付近
①東武宇都宮駅付近

②桜通り十文字付近

【①東武宇都宮駅付近】

・ＬＲＴ整備と併せた歩行環境の向上

・交通結節機能の高度化に向けた，

周辺の民間開発等との連携による

将来的な施設整備についても検討

【②桜通り十文字付近】

・ＬＲＴとの乗り継ぎを踏まえた

バスの待合環境の向上
桜通り十文字付近

東武馬車道通り

大
通
り

大
通
り 東京街道

桜通り

バスの待合環境の向上イメージ

（写真：東武駅前バス停）

東武宇都宮駅付近

（写真：R4.3社会実験の様子）

東武馬車道通り



▶ ⑫都市拠点の形成促進（別紙１参照）

14



15

雇用者所得の増加：約２３０億円

家計消費支出の増加：約１６０億円

市内産業の需要増加：約１４０億円 第２次効果

市内経済波及効果
直接効果：約５３０億円
１次効果：約１４０億円
２次効果：約１４０億円

計：約８１０億円
出展：「平成27年宇都宮市産業連関表（令和４年１月作成）」により算出

・まちづくりの効果の試算は，「栃木県産業連関表」に準拠し作成した，「宇都宮市の産業連
関表（令和４年１月作成）」を用いて試算したもの（産業連関表の経済状況は平成２８年経
済センサス時のデータ）
・「栃木県産業連関表報告書」をもとに，建設業への投資は全て域内の経済波及効果になる
ものと仮定し試算

市内各産業の需要増加：約１４０億円 第１次効果

○ 産業連関表による経済波及効果算出イメージ

▶ ⑬まちづくりの効果試算（駅西側）

LRT整備概算事業規模（西側）：約４００億円＋
民間開発事業（マンション等建設)：約２００億円

ＬＲＴ基本方針発表後に
発生した駅東側における
高層建築物（６階以上）の
建築数の増加傾向が，駅
西側でも同様に発生する
と仮定し，10年間で概ね
20棟，1棟当たり約10億
円（標準的な事業規模）の
開発事業の発生を見込む
もの。

関連産業の需要増加：約５３０億円
直接的
経済効果

需要発生
要因
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雇用者所得の増加：約２６０億円

家計消費支出の増加：約１８０億円

市内産業の需要増加：約１６０億円 第２次効果

市内経済波及効果
直接効果：約５８０億円
１次効果：約１６０億円
２次効果：約１６０億円

計：約９００億円
出展：「平成27年宇都宮市産業連関表（令和４年１月作成）」により算出

市内各産業の需要増加：約１６０億円 第１次効果

○ 産業連関表による経済波及効果算出イメージ

▶ 参考：まちづくりの効果試算（駅東側）

LRT整備事業規模（東側）：６０３億円＋
民間開発事業（マンション等建設)：約１３０億円

関連産業の需要増加：約５８０億円
直接的
経済効果

需要発生
要因

ＬＲＴ基本方針発表後
に発生した駅東側にお
ける高層建築物（６階以
上）の建築数について，
整備効果によって概ね
１３棟純増し，1棟当た
り約10億円（標準的な
事業規模）の開発事業
費の発生があったもの
と仮定した。

・駅東側のまちづくりの効果の試算は，駅西側のまちづくりの効果を評価するために確立し
た推計方法に，駅東側の現在の状況を当てはめ「参考値」として試算したもの
・西側同様，まちづくりの効果の試算は，「栃木県産業連関表」に準拠し作成した，「宇都宮市
の産業連関表（令和４年１月作成）」を用いて試算



 ネットワーク型コンパクトシティの形成に向けた公共交通ネットワークの構築と都市拠点の形成促進 
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ＬＲＴ検討区間 
 大谷観光地付近まで 

ＬＲＴ整備区間 
ＪＲ宇都宮駅東口停留場～

宝木町１丁目・駒生１丁目付
近（教育会館付近）まで 

ア 公共交通ネットワークの充実 

(ｱ)駅西側ＬＲＴ 

・ＪＲ宇都宮駅東口停留場～大谷観光地付近までを検討区間とし， 

宝木町１丁目・駒生１丁目付近（教育会館付近）までを整備区間とする。  

・主要な停留場は公共交通の結節や拠点エリア，教育施設の集積を踏まえ配置し， 

その他の停留場は民間開発等を踏まえて引き続き検討を進める。 

・大通りの道路空間については，円滑な自動車交通の確保を図るとともに， 

ウォーカブルなまちづくりとしてゆとりある歩行空間の確保について検討を進める。 
p 

(ｲ)バス路線の再編 

・ＮＣＣの形成に向けて，ＬＲＴ整備とあわせてバス路線を再編し，市内全体の 

公共交通ネットワークの充実を図る。 

・具体的には，バス利用者の利便性やバス事業者の事業運営の継続性に 

配慮しながら，ＬＲＴと重複する大通りのバス路線の一部を再配置することで， 

幹線バス路線や都心拠点内の循環バス路線の充実を図る。 
 

(ｳ)地域内交通の充実 

・導入済みの地区においては，公共交通の再編に合わせてＬＲＴやバス路線との 

乗り継ぎポイントを適切に設定することで公共交通間の連携強化を図る。 

・市街地部などの未導入地区においては，バス路線やタクシーなど既存公共交通 

との役割分担を踏まえつつ，地域との意見交換を行いながら導入を促進していく。 

イ 交通結節機能の強化 

公共交通等の乗り継ぎ，乗り換えが想定される東武宇都宮駅付近や桜通り十文字付近の

交通結節点や路線バスと地域内交通との乗り継ぎポイントについては，乗り継ぎの 

円滑化や利便性の向上を図るための歩行環境やバス待ち施設等の充実を行う。 
 

ウ 運賃サービスの向上 

 ＬＲＴやバス，地域内交通が連携した公共交通 

ネットワークがより利用しやすくなるよう，上限運賃制度 

や乗継割引制度の充実など，更なる運賃サービスの向上を検討 

 ③ 都市拠点の形成促進 

  各地域拠点と都市拠点をつなぐ 

幹線バスの運行本数を充実させ， 

郊外部から都心部への移動をより便利に 

①幹線バス路線の充実 

②循環バス路線の充実 

高次都市機能誘導区域を運行する 

循環バスの運行本数を充実させ， 

都心部の回遊性を向上 

図：駅西側ＬＲＴ導入後の再編イメージ 

地域拠点や幹線バス沿線 

への居住などの誘導・集積 

別紙１ 


